
は じ め に 
 
この記録は、令和２年中に本県で発生した災害の被害状況及び気象状況等を収録した

ものです。 
令和２年は、日本付近に停滞した前線の影響により、日本各地で大雨となり被害をも

たらした「令和２年７月豪雨」、接近時において特別警戒級に発達する可能性が示唆され

た「台風第 10 号」等、激甚化を象徴する災害が連続して発生しました。また、全国的に

新型コロナウイルス感染症が拡大し、感染状況を踏まえた防災対策が求められた年でも

ありました。 
令和２年７月豪雨では、特に九州で多数の線状降水帯が発生し、熊本県では球磨川水

系が氾濫し、広範囲にわたる浸水や高齢者施設の被災等、甚大な被害をもたらしました。 
また、台風第 10 号については九州上陸直前に勢力が弱ったものの、椎葉村では、土砂

災害が発生し、死者、行方不明者あわせて４名の方が犠牲になるなど、県内の様々な施

設や生産物等に大きな被害が生じました。 
このような中、令和２年中に本県で発生した災害による被害総額は、約１３１億円に

のぼりました。 
災害から県民の生命や財産を守るため、県では、地域における防災活動のリーダーと

なる防災士の養成を図るとともに、県総合防災訓練や防災啓発キャンペーンに取り組む

など、自助・共助による地域防災力の向上を推進しています。 
また、令和２年３月には南海トラフ巨大地震の被害想定の更新調査結果を公表しまし

た。被害想定は減災に向けたソフト・ハードの両面からの防災対策の基礎資料となるも

のです。 
これからも、県地域防災計画等に基づき、県民の皆さんや各防災関係機関と一層連携

しながら、安全で安心して暮らせる社会を目指してまいりたいと考えております。 
関係機関等におかれましては、本記録を防災上の関係資料として御活用していただけ

れば幸いに存じます。 
最後に、この記録の収録に当たり御協力をいただきました宮崎地方気象台をはじめ、

関係機関の皆様に対しまして、厚くお礼を申し上げます。 
 

 
令和４年３月 

         宮崎県危機管理統括監 小田 光男 
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凡   例 
 
 
 
１ 本記録は、気象概況・災害概況・個別災害・自衛隊の災害派遣状況・資料の、合わせ

て５つの章で構成されている。 
 
２ 本文中の被害額の単位は、千円である。 
 
３ 災害による被害の報告に関する定義については、「災害報告取扱要領」（昭和４５年４

月１０日消防防第２４６号消防庁長官通達）を参照した。 
 
４ 第２章において、「人的・住家等の被害状況」や「区分別・個別災害別被害額等」につ

いては、総務省消防庁へ提出した「令和２年 災害年報」（第３号様式）を一部参照した。 
 
５ 市町村ごとで区分不能な被害額（通信施設・鉄道施設）については、「（県内一円）」で

計上した。 
 
６ 「営農施設」については、「農林水産業被害報告とりまとめ要領」（昭和４８年５月２ 
１日付４８総第３８２号農林事務次官依命通達）を参考に取りまとめを行った。 
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